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12 インセンティブ強度原理（ The Incentive
Intensity Principle）：最適なインセンティブの強
度は、追加的な努力がもたらす利潤の増分、期待さ
れている行動に対する評価の正確さ、エージェント
のリスク許容度とエージェントのインセンティブに
対する反応の強度の四つに依存する（前掲、『組織
の経済学』、244ページ）。
13 ジョン・マクミラン著、伊藤秀史・林田修訳
（1995）『経営戦略のゲーム理論：交渉・契約・入札
の戦略分析』有斐閣、174ページ。
14 前掲、『スティグリッツ入門経済学』、69ページ。
15 ポール・シェアード（1997）『メインバンク資本
主義の危機』東洋経済新報社。
16 経済企画庁経済研究所編（1998）『日本のコーポ
レート・ガバナンス―構造分析の視点から―』大蔵
省印刷局、17ページ。
17 奥村宏（1991）『法人資本主義』（改訂版）、朝日
文庫、180－181ページ。
18 経済同友会（1996）『第12回企業白書　日本企業
の経営構造改革―コーポレート・ガバナンスの観点
を踏まえた取締役会と監査役会のあり方―』136－
149ページ。
19 国家経貿委企業改革司（2000）『国有企業改革と
建立現代企業制度』（中国語）法律出版社、１－９
ページ。また、中国にふさわしい国有企業発展の段
階モデルとして、１）家産制国有企業、２）計画経
済的国有企業、３）経営自主権強化の国有企業、４）
法人化（典型的には株式会社化）、５）民営化とい
った５段階に分けることもできる（石川滋（1997）
「中国の国有企業改革―市場育成アプローチによる
研究―」『開発援助研究』Vo1.４、№４、12ペー
ジ）。
20 和田義郎（1997）「中国国有企業改革の分析―経
済開発と企業―」『開発援助研究』Vo1.４、№４、
131ページ。
